
令和８年度　東大阪市庁舎清掃業務委託にかかる総合評価制限付一般競争入札に関する評価項目、評価点及び評価内容 東大阪市企画財政部資産経営室管理課

分類 細分類 総点 個別点 項　　目 詳　　細

60 60 ア 価格評価

①予定価格を超えて入札を行った者は失格とする。
②調査基準価格を基準に当該入札価格で個別点を按分する。
  （小数点第１位を四捨五入）
③落札候補者が調査基準価格を下回る入札をおこなった場合、
   入札価格詳細内訳書、配置労働者賃金支払予定表の提出
   を求め、契約履行可能金額か調査。

入札書
（東大阪市所定用紙）

調査基準価格/入札額×６０（小数点第１位を四捨五入）
調査基準価格以下の場合は満点とする。

(1)研修体制 6 イ 研修制度の設置
本業務の従事者を対象とした研修計画。
※契約期間中の研修計画の内容を評価する。

研修実施計画書（様式１）

研修実施計画の内容に応じて加点
（１）清掃技術向上研修⇒１点
（２）個人情報保護研修⇒１点
（３）コンプライアンス研修⇒１点
（４）障害者の雇用管理研修⇒１点
（５）障害者虐待・人権研修⇒１点
（６）接遇研修⇒１点

研修実施報告書、受講修了証(写し)及び研修レジュメ等
の提出により確認。

(2)履行体制 4 ウ
既雇用者に対する継続
雇用

継続雇用の観点ならびに業務履行品質保持のため、既雇用
者（障害者除く２５名）の継続雇用促進に対する提案を評価す
る。

既雇用者の継続雇用促進に関する提案書
（様式２）

（１）既雇用者に対する継続雇用の意思を評価する。⇒４点
（２）継続雇用の意思がない場合⇒０点

必要に応じて、雇用契約がわかる書類で確認。

(3)資格者の配置 6 エ
清掃技術向上のための
資格者配置

本業務従事者（現場責任者含む）が保有する資格について評
価する。

清掃技術向上のための資格者配置提案書
（様式３）

（１）ビルクリーニング技能士の配置提案⇒３点
（２）清掃作業監督者の配置提案⇒３点

従事者名簿及び資格者証の写しで確認。

(4)品質保証への取り
組み

6 オ 自主検査体制
本業務における清掃品質の維持・向上を図るため、自主検査
体制の整備状況について評価する。

自主検査体制提案書(様式４）
（１）自主検査にかかる具体的な提案の有無⇒２点
（２）自主検査体制に関する社内規定の有無⇒２点
（３）建築物清掃管理評価資格者の有無⇒２点

（１）具体的な提案又は実施例を提示できているか。
（２）社内規定の提出により確認
（３）資格者証の写し提出により確認。

(5)業務実績 5 カ 過去の業務実績

過去3年度（令和５年４月１日～令和８年３月３１日）に履行を
完了した、国及び地方公共団体又はこれらに準ずる特殊法
人、公益法人等を委託者とする建物清掃業務委託の契約実
績を評価する。（延床面積実績）

過去３年度に履行を完了した左記契約の中
で、最も延床面積の大きい契約書の写し
ただし、1年以上継続して受託した実績に限
る。

延床面積実績
（１）10,000㎡未満・・・0点
（２）10,000㎡以上20,000㎡未満・・・２点
（３）20,000㎡以上30,000㎡未満・・・３点
（４）30,000㎡以上40,000㎡未満・・・４点
（５）40,000㎡以上・・・５点

契約書及び清掃面積が確認できる仕様書等（写し）の提
出により確認。
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確認（企画提案内容の担保）方法
評 価 項 目 評価点 評　価　内　容

提　出　書　類 加 点 方 式項番



令和８年度　東大阪市庁舎清掃業務委託にかかる総合評価制限付一般競争入札に関する評価項目、評価点及び評価内容 東大阪市企画財政部資産経営室管理課

分類 細分類 総点 個別点 項　　目 詳　　細
確認（企画提案内容の担保）方法

評 価 項 目 評価点 評　価　内　容
提　出　書　類 加 点 方 式項番

8 キ 障害者の雇用
①本業務における障害者の雇用人数を評価する。
②本業務における障害者の一週間当たりの総労働時間を評
価する。

①本業務における障害者の雇用人数を評価する。
　（１）２人未満⇒０点
　（２）２人以上４人未満⇒２点
　（３）４人以上６人未満⇒３点
　（４）６人以上⇒４点
②本業務における障害者の一週間当たりの労働時間を評価する。
　（１）40時間未満⇒０点
　（２）40時間以上60時間未満⇒１点
　（３）60時間以上80時間未満⇒２点
　（４）80時間以上100時間未満⇒３点
　（5）100時間以上⇒４点

①令和８年１０月１日現在の従事者名簿及び障害者手
帳の写しにて確認。
②令和８年１０月１日現在の雇用契約書等にて確認。

5 ク 障害者の継続雇用
現在、本業務に従事している障害者（４名）の継続雇用等に対
する提案を評価する。

継続雇用に対する意思がある。⇒５点 障害者継続雇用報告書を提出

5 ケ 障害者の雇用率 障害者雇用率を評価する。（令和８年６月時点）
令和８年６月１日時点の障害者雇用状況報
告書(写し)

（雇用率）
（１）５％未満⇒０点
（２）５％以上～１０％未満⇒２点
（３）１０％以上～１５％未満⇒４点
（４）１５％以上⇒５点
（５）常用雇用者数が40人未満で障害者を雇用していない事業者
　　は、障害者新規雇用の提案（様式自由）がある場合のみ評価す
　　る。⇒１点

令和８年６月１日時点の障害者雇用状況報告書(写し)を
提出。

6 コ 障害者の支援体制
障害者の雇用を実現するための支援体制の整備及び今後の
障害者雇用に向けた取り組みの提案内容を評価する。 就業支援提案書（様式６）

提案内容（６点）
　支援体制等の提案の有無及び内容⇒　６点(1)～(6)各１点
　（１）専任支援者の配置
　（２）合理的配慮に基づいた就業支援の実施
　（３）個々の適性に応じた配置
　（４）通勤時等のサポート体制
　（５）職場定着（継続雇用）のための支援
　（６）障害者のキャリアパスや今後の取り組み提案の有無・内容

(１)～（６）の項目について、具体的な提案又は実施例を
提示できているか。

3 サ
障害者雇用に関する取
り組み

「障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定（もに
す）」について評価する。

認定証書の写し 認定証書を有する者⇒３点

4 シ
職場体験実習を利用し
た取り組み

大阪府の職場環境整備等支援組織や障害者就業・生活支援
センター等と連携し本業務履行場所で職場体験実習の受け入
れなどに対する提案を評価する。

職場体験実習を利用した取り組みに関する
提案書（様式7）

職場体験実習を実施予定⇒４点
契約期間中の職場体験実習受け入れ関係書類により確
認。

4 ス
就職困難者への支援に
対する取り組み

就職困難者への支援の取り組みとして、就労支援機関等への
参画状況について評価する。

就労支援機関等への参画状況が証明できる
書類（実績報告書等）

以下のいずれかに該当する⇒４点
・おおさか人材雇用開発人権センター（C－STEP）への加入
・大阪保護観察所に協力雇用主として登録
・トライアル雇用助成金制度の活用（令和７年度中）

提出書類にて確認。

5 セ 高齢者の雇用率
高齢者の就業機会確保の観点から、、高齢者（６５歳以上）の
雇用率を評価する。（令和８年６月時点）

高齢者の雇用率が確認できる書類（様式自
由）

（雇用率）
（１）５％未満⇒０点
（２）５％以上～１５％未満⇒２点
（３）１５％以上～２５％未満⇒４点
（４）２５％以上⇒５点

提出書類にて確認。

6 ソ 労働賃金の向上
本業務の従事者賃金を評価する。
従事者の時間当たりの賃金の平均額を基準として算定するも
のとする。

労働賃金予定表（様式８）

大阪府最低賃金（令和８年１０月時点）より
（１）５％未満⇒０点
（２）５％以上１０％未満割増⇒２点
（３）１０％以上１５％未満割増⇒４点
（４）１５％以上割増⇒６点

令和８年１０月１日時点の労働賃金が確認できる書類の
提出により確認。

5 タ
高齢者(65歳以上)の勤
務条件・労働環境

本業務に従事する高齢者に対する柔軟な勤務条件、労働環
境維持・改善等に関する提案を評価する。
※厚生労働省が示す「高年齢者の労働災害防止のための指
針（令和8年2月10日付）」の趣旨を踏まえた具体的な取り組み
が示されているかについても評価の参考とする。

高齢者に対する柔軟な勤務条件・労働環境
の取り組みに関する提案書（様式９）

（１）短時間勤務制度やフレックスタイム制度の有無⇒１点
（２）業務負担軽減のための配置及び作業内容の配慮の有無⇒２点
（３）健康管理及び安全対策の実施体制の有無⇒２点

（１）令和８年１０月１日時点の就労規則等により確認。
（２）、（３）提案内容を本業務で履行されているかを報告
資料等により確認。

4 チ
男女共同参画に関する
取り組み

女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」について評価する。 認定証書の写し 認定証書を有する者⇒４点

(３)環境問題への取り
組み

4 ツ
環境マネジメントシステ
ムの取得

入札参加者の環境への取り組み状況を評価する。
環境ISO14001認証の取得状況、エコアクション21（これと相互
認証するものを含む）認証の取得状況

環境ISO14001登録証又はエコアクション21
（これと相互認証するものを含む）登録証

ISO14001の取得者又はエコアクション21（これと相互認証するものを含
む）取得者⇒４点

ISO14001の登録証の写しの提出又はエコアクション21
（これと相互認証するものを含む）の登録証の写しの提
出により確認。

(４)災害貢献 4 テ 災害発生時の貢献策

災害発生時の社会的貢献対策等を評価する。
①災害時における社会的貢献について協力体制等を考慮して
いるか。
②災害時における社会的貢献策についての社内規定を評価
する。

①災害時における社会的貢献について考慮
している協力体制等の概要（様式自由）
②災害時における社会的貢献策についての
社内規定の写し

①災害時における社会的貢献について考慮している協力体制等の概
要⇒２点
②災害時における社会的貢献策についての社内規定⇒２点

①協力体制等の概要書（様式自由）の提出により確認。
②社内規定（写し）の提出より確認。

150 150合　　　　　　計
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(1)福祉的配慮

（２）職場環境への取り
組み

本業務における障害者の雇用等に関する提
案書
（様式５）


